【様式２】

地域密着型サービス事業計画概要書
	法　　人
	法人名
	

	
	法人所在地
	〒


	
	法人種別
	□既設(     年   月認可)

□新設(     年   月認可予定)
	□社会福祉法人  □医療法人　□ＮＰＯ法人

□株式会社･有限会社  □その他（   　　　）

	実施予定事業
	□　定期巡回・随時対応型訪問介護看護
□　夜間対応型訪問介護
□　(介護予防)小規模多機能型居宅介護     
□　看護小規模多機能型居宅介護
□　サテライト型小規模多機能型居宅介護
□　サテライト型看護小規模多機能型居宅介護
□　(介護予防)認知症対応型通所介護【単独型・併設型】

□　地域密着型通所介護
□　地域密着型特別養護老人ホーム

	事業所（施設）名
	

	事業所(施設)予定地の状況 
	事業所（施設）
予定地
	

	
	日常生活圏域
	

	
	都市計画区域
	□ 市街化区域   □ 市街化調整区域

	
	敷地面積
	㎡

	
	土地権利
	□ 法人所有  □ 借用中（契約期間残り    年間）

	
	
	□ 法人理事・役員所有【無償譲渡・寄付予定（令和   年　月　日 予定）】

	
	
	□ 借用予定（令和   年   月～令和   年   月 までの   年   月間契約）

	
	
	□ 購入予定（令和   年   月   日 予定）

	
	抵当権
	□ あり　　　□ なし　※法人所有の土地で事業を行う場合のみ記入

	建物概要
	建築面積
	㎡
	延床面積
	㎡

	
	構造
	造
	階数
	地上　　階、地下　　階

	
	建築権利
	□ 法人所有  □ 借用中（契約期間残り    年間）

	
	
	□ 借用予定（令和   年   月～令和   年   月 までの   年   月間契約）

	
	
	□ 購入予定（令和   年   月   日 予定）

	
	併設事業所

（併設施設）
	既存
	□なし　□あり（種別：                      ）

	
	
	同時期での整備予定
	□なし　□あり（種別：                      ）

	
	整備内容
	□ 法人が新築　□ 法人が増築  □ 法人が改修  

□ 貸主が新築　□ 貸主が増築　□ 貸主が改修
□ その他(                     )

	
	着工予定
	令和　　年　　月　　日
	竣工予定
	令和　　年　　月　　日

	
	開設予定
	令和　　年　　月　　日
	

	本体事業所
	名称
	

	
	所在地
	

	
	開設年月日
	年　　月　　日

	
	サテライト事業所までの（自動車での）所要時間
	約　　　　分（距離　　　㎞）


※「本体事業所」欄は、サテライト型小規模多機能型居宅介護又はサテライト型看護小規模多機能型居宅
　介護を応募する場合に記入してください。
	事業費および財源
	区分
	事業費（千円）
	財源内訳（千円）

	
	
	
	借入金
	補助金
	自己負担

	
	土地取得関係費
	
	
	
	

	
	建物建設関係費
	
	
	
	

	
	開設準備経費
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	


＊事業費および財源については、様式５、６、８の内容と整合を図ってください。
＊開設準備経費とは、「開設前の看護、介護職員を訓練等のために雇用する経費」、「開設のための
普及啓発（地域住民への説明会等）の開催」、「利用希望者等への施設概要の説明）に要する経費」、
「職員の募集に要する経費」、「開設に当たっての周知」、「広報に要する経費」、「開設準備事務
（会計処理、労務管理、開設届出書類等の作成）に要する経費」、「備品購入費」など、開設の準
備に必要な経費です。
　(介護予防)小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護、地域密着型特別養護老人ホームにおいて、既存の同サービス種別の事業所から直線距離で１ｋｍ以内の土地での整備をする場合、下表中のいずれかにチェックしてください。
　※既存の同サービス種別の事業所については、本市ホームページでご確認ください。

「地域密着型サービス事業者及び介護保険施設一覧」
（掲載場所）ホーム＞組織から探す＞福祉部＞介護保険課＞介護保険の利用方法や利用できる
サービスについて
※なお、看護小規模多機能型居宅介護については、令和２年度に本市が公募により選定した
　以下の１か所も含みます。
サービス種別：看護小規模多機能型居宅介護【住所：加古川町大野1397-2、1416、1417-4】　　
	· 整備優先圏域である場合
· 既存施設への併設・隣接等により人員基準上のメリットがある場合
· 法人が平成30年4月17日時点で所有している土地、又は、法人理事・役員が平成30年4月17日時点で所有しており、法人へ無償譲渡・寄付予定の土地

	（人員基準上のメリットがある場合、その内容を記載してください。）





